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資料-1. 調査団員・氏名 

 
 
1-1 現地調査時 

 

担当業務 氏名および所属 

① 総 括／計画管理 丸 尾 信 
独立行政法人 国際協力機構 

資金協力支援部準備室 事業調査第三課

② 業務主任／運営維持管理計画 高橋 邦明 水産エンジニアリング株式会社 

③ 建 築・設備設計 内 田 昭 水産エンジニアリング株式会社 

④ 港湾土木設計／自然条件調査 西 野 悟 八千代エンジニヤリング株式会社 

⑤ 機材計画／調達計画／積算 山田 昭男 水産エンジニアリング株式会社 

⑥ 施工計画／積算 渡辺 邦弘 水産エンジニアリング株式会社 

⑦ 水産物流通調査／環境社会配慮 鳥居 道夫 水産エンジニアリング株式会社 

 
 
1-2 基本設計概要説明時 

 

担当業務 氏名および所属 

① 総 括／計画管理 杉山 俊士 
独立行政法人 国際協力機構 

農村開発部 課題アドバイザー 

② 業務主任／運営維持管理計画 高橋 邦明 水産エンジニアリング株式会社 

③ 建 築・設備設計 内 田 昭 水産エンジニアリング株式会社 
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2-2 基本設計概要説明時 

 

   JICA／総括 ①業務主任／運営維持管理計画 
②建築・設備設計 

1 12 月 13 日 日 成田（21:30）→グアム（02:05） 

2 12 月 14 日 月 グアム（8:20）→マジュロ（19:08） 

3 12 月 15 日 火 JICA 事務所打合わせ・大使館表敬・資源開発省表敬 
MIMRA 表敬・協議 

4 12 月 16 日 水 MIMRA 協議・外務省表敬 

5 12 月 17 日 木 議事録署名、官房長官表敬、大使館・JICA 事務所報告 

6 12 月 18 日 金
水産関連施設調査 

マジュロ（20:00）→ 
ホノルル（02:30）10:15）→ 

建設・積算補足調査 

7 12 月 19 日 土 →成田（14:30） マジュロ（10:55）→グアム（17:20）

8 12 月 20 日 日  グアム（16:05）→成田（18:50） 
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資料-3. 関係者（面談者）リスト 

 

 

氏名／所属 職位等 

＜マーシャル側関係者＞ 
Ministry of Resource & Development 

Mr. Frederick H. Muller Minister 
Mr. Thomas Kijiner Jr. Secretary 

MIMRA (Marshall Islands Marine Resources Authority) 
Mr. Glen Joseph Director 
Mr. Samuel K.Lanwi, Jr. Deputy Director 
Mr. Danny Jack Deputy Director 
Mr. Tino Debrun Operation Manager 
Ms. Florence Edwards Chief of Coastal Fisheries 
Mr. Fred Bukida Outer Islands Fish Market Center Manager 
Dr. Manabu Echigo (越後 学) Fisheries Technical Expert (水産技術専門家) 

Ministry of Foreign Affairs 
Ms. Kino S. Kabua Secretary 
Ms. Keyoka P. Kabua Undersecretary, Asia/Pacific Division 
Mr. Bruce Kijines Foreign Service Officer, Asia/Pacific Division 

RMI Office of the Chief Secretary 
Mr. Casten N. Nemra Chief Secretary 

RMI EPA (Environmental Protection Authority) 
Mr. John Bungitak General Manager 

Ministry of Public Works 
Mr. Smith Ysawa Secretary 
Mr. Lizardo Remojo Structural Engineer 

Ministry of Internal Affairs 
Mr. Wilbur Heine Secretary of Internal Affairs 
Mr. Halkney Wase Chief, Land & Surveys Office 
Mr. Bill Labija Surveyor, Land & Surveys Office 
Mr. Fritzad Reiher Surveyor, Land & Surveys Office 

RMI Port Authority 
Capt. Joe Tiobitch Deputy Director 
Capt. Laninruj Abon Seaport Manager 

Mr. Frank Peter Operation 
College of Marshall Islands, Science Department 

Dr. Dean Jacogsen Instructor of Marine Science 
Land Owners  

Mr. Charles Muller Toeak Weto, Uliga 
Ms. Neri Tebro Nera Toeak Weto, Uliga 
Ms. Rose Maddison Toeak Weto, Uliga 

Marshall Energy Company 
Mr. Steve Wakefield Manager 
Mr. Bermen Y.Laukon Assistant General Manager 

National Telecommunications Authority 
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Mr. Anthony M.Muller President & CEO 
Mr. Yoshi T. Kaneko Chief Operation Office 

Majuro Stevedore & Terminal Co., Inc 
Mr. Clyde Heine General Manager 

＜日本側関係者＞（敬称略） 
在マーシャル日本国大使館  

 大平 和之 臨時代理大使 
 村田 敬志 二等書記官 
 塩澤 英之 専門調査員 

JICA／JOCV マーシャル駐在員事務所 
 千賀 和雄 駐在員 
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資料-4. 討議議事録（M/D） 

4-1 現地調査時 
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4-2 基本設計概要説明時 

 

 

 



  資- 18

 



  資- 19

 



  資- 20

 



  資- 21

資料-5. 事業事前計画表 

 
事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

マーシャル諸島共和国 マジュロ環礁魚市場建設計画 
2. 要請の背景(協力の必要性・位置付け) 
(1) マーシャル諸島共和国（以下「マ」国）は、中央太平洋の広範囲に点在する 34 の島及び環礁

で構成されている。人口は約 5 万 2 千人で、その半数が就業機会の多い首都マジュロに集中す

る。政府歳入の 60%を占める米国政府からの贈与と自由連合基金が 2023 年で終了することか

ら、「マ」国政府は、2003 年から 15 年間の長期国家開発計画である「ビジョン 2018」におい

て、経済自立への道筋をつけることを第 1 に掲げており、唯一自立の可能性を持つ水産業の開

発を軸とする政策を進めている。離島でできる商品生産活動は、いずれも零細なコプラ生産、

手工芸品制作及び漁業のみであり、都市部との経済格差が広がるなか、国家開発計画では、離

島漁民の現金獲得機会の増大と食料の安全保障を課題として掲げており、水産開発計画では、

沿岸漁業の開発とりわけ離島漁業の振興に重点が置かれている。 
(2) 「マ」国政府は、離島漁民の現金収入源の確保と都市部への水産物供給を図るため、離島に離

島漁業の拠点となる基地を整備するとともに、離島で集荷した水産物を運搬して都市部で販売

を行っている。この鮮魚集荷事業はマーシャル諸島海洋資源局（MIMRA）が担っており、マ

ジュロへは、アルノ、アウル、マロエラップ、ジャルートの 4 環礁から鮮魚が運ばれ、離島魚

市場センター（OIFMC）を通じて販売されている。2005 年のマジュロ環礁における鮮魚消費

量は約 1,700 トンと推定され、一人当たりの年間鮮魚消費量は 72kg 程度に達するが、消費者

の 8 割が鮮魚不足と感じている。マジュロ環礁内ではすでに漁獲過剰になっていると考えられ

ていることから環礁内での漁獲高向上は難しく、水産物需要を賄うためには離島からの鮮魚供

給量の増加が不可欠な状況となっている。 
(3) しかし、MIMRA が所有する集魚運搬船のうち、遠距離の外洋航海が可能な船舶は 2 隻のみで

あり、厳しい海象条件のなかで航海しなければならない集魚運搬船は、老朽化等による故障で

稼働率が低く、離島からの集魚活動は滞りがちとなっており、離島からの鮮魚供給量は 2007
年には約 23 トン、離島漁民の鮮魚販売による現金収入は年間約 47 千ドルに留まっている。ま

た、OIFMC の販売施設は工業地域に位置し、消費者に不便であるのみでなく、建物も狭く、

販売設備も整っていないため、鮮魚販売に適していない。こうした状況から、離島からの集魚

運搬船とマジュロで離島産鮮魚を販売するための魚市場施設を整備することが緊急の課題と

なっている。 
3. プロジェクト全体計画概要 
(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

目  標：①マジュロにおいて離島産鮮魚の流通量が増える。 
裨益対象：マジュロの住民 23,844 人（2005 年推定人口） 

②アウル、マロエラップ、ジャルート、アルノ環礁の漁民の現金収入が増える。

裨益対象：アウル、マロエラップ、ジャルート、アルノ住民 5,168 人(同上) 
 
(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) マジュロ・ウリガ地区に係船岸を含む魚市場施設が整備される。 
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2) 集魚運搬船及び魚市場機材が整備される。 
3) 鮮魚取扱い改善に係る技術訓練が実施される。 
4) 市場運営体制が整備される。 

 
(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 係船岸を含む魚市場施設を整備する。 
2) 集魚運搬船および魚市場での作業に必要な機材を調達する。 
3) 鮮魚取扱い改善に係る技術訓練を実施する。 
4) 集魚運搬船により離島から鮮魚を集荷し、魚市場に輸送する。 
5) 魚市場施設運営および集魚運搬船運航のための人員を配置する。 

 
(4) 投入（インプット） 

1) 日本側(＝本案件)：無償資金協力  8.28 億円 
2) 相手国側 

① 必要な人員 
② 施設・機材の運営・維持管理に係る経費 

 
(5) 実施体制 

主管官庁：資源・開発省  
実施機関：マーシャル諸島海洋資源局 

4. 無償資金協力案件の内容 
(1) サイト 

「マ」国マジュロ環礁、ウリガ地区 
 
(2) 概要 

1) ウリガ地区における係船岸の整備および魚市場棟の建設 
2) 集魚運搬船および市場機材の調達 
3) 離島漁民、集魚担当者、市場要員を対象に鮮魚取扱い改善に係る技術指導 

 
(3) 相手国負担事項 

1) 建設用地の確保 
2) 電気水道の引き込み 
3) サイト内の灌木及び工事海域のサンゴの移植、廃棄物の撤去、無線アンテナの移設 
4) 竣工後の植栽、什器などの整備 

 
(4) 概算事業費 

概算事業費  8.30 億円（無償資金協力 8.28 億円、「マ」国側 0.02 億円） 
(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 23.5 ヶ月（予定） 
 
(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
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工事海域のサンゴは移植するとともに、工事中には土砂の流出を防止するためのフェンスを設

ける。施設供用後の魚の残滓が海域に直接排出されることのないよう配慮する。 
5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 
(1) 異常気象や海象の変化による離島の漁獲量、漁獲魚種構成の変動が生じないこと。 
(2) 燃料費等の異常高騰がないこと。 
(3) 急病人の緊急輸送等のチャーター航海数が異常に増大しないこと。 
6. 過去の類似案件からの教訓 
「マ」国は慢性的に水不足であり、骨材や練り水の塩分除去が困難であることから、腐食を防ぐた

めに鉄筋にはエポキシ被覆材を使用する計画とした。 
7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果目標 
 1) 離島からマジュロへの鮮魚入荷量 

現状（2007 年） 計画値（2014 年） 
23 トン/年 約 100 トン/年 

 
 2) アルノ、アウル、マロエラップ及びジャルート環礁漁民の魚販売収入 

現状（2007 年） 計画値（2014 年） 
42,487US$/年 約 180,000US$/年 

 
 (2) その他の成果指標 

太陽光発電による商用電力消費量の節減 
現状（2007 年） 計画値（2014 年） 

－ 約 8,000kWh/年 
 
(3) 評価のタイミング 

2014 年以降（協力対象施設竣工 3 年後） 
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資料-6. ソフトコンポーネント計画書 

 
 
 

平成 20 年度 

 

マーシャル国 

マジュロ環礁魚市場建設計画 

基本設計調査 

 

 

ソフトコンポーネント計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産エンジニアリング株式会社 
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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

 
マーシャル諸島国（以下「マ」国という。）は、広大な海域に 34 の環礁が点在しており、隔絶

された離島部では、コプラ生産を主体とする農業と専ら自給的な漁業のほかに見るべき産業がほ

とんどない。一方、人口の集中が進む都市部では慢性的に鮮魚が不足しており、離島部から鮮魚

を補うことで都市部の需要を満たすとともに、離島部に現金収入機会を提供する構図となってい

る。マジュロ環礁における鮮魚の消費量は 1,725 トン（2005 年）と推定され、このうち 248 トン

がアルノ、アウル、マロエラップ及びジャルート環礁から運ばれた。鮮魚の運搬事業はマーシャ

ル諸島海洋資源局（MIMRA）が担っており、マジュロでは離島魚市場センター（OIFMC）を通

じて販売されるが、OIFMC での売れ残り率は、2007 年においても入荷量の 10%に昇っている。

これは、離島産鮮魚の粗雑な取り扱いにより品質低下を招くことで消費者に忌避された面が大き

い。マジュロで離島産鮮魚の流通を拡大するためには、離島からの鮮魚の品質を向上させること

が必須である。 
 

離島からの鮮魚の品質を向上させるためには、まず第一に、離島での操業船による漁獲直後か

ら集魚運搬船での鮮魚取り扱いに関わる技術の向上が欠かせず、離島漁業者、漁業基地管理者及

び船員への技術指導が必要である。 
 

また、現状の集魚運搬船からの水揚げは、甲板上でカテゴリー別に仕分けしながら大型保冷コ

ンテナに収容し、クレーン・トラックで吊り上げて荷台に載せ、OIFMC までのわずかな距離を走

行した後、再びクレーンを使用しながら数人がかりで室内に運び込むという非効率な方法で行わ

れており、1 魚艙の鮮魚を荷揚げし、荷捌き場まで運搬するのに 1 時間半の時間を要している。

氷により保冷しながらの作業とはいえ、長時間かつ直射日光下の暑い環境では、鮮魚の品質劣化

は免れ得ない。鮮魚の鮮度保持には魚艙から荷捌き場を経て出荷するまでの魚の取り扱い回数を

少なく、素早くすることが重要であり、荷揚げ地における鮮魚の一連の荷捌きに関し、効率的な

手法を技術指導する必要がある。 
 

既存の OIFMC 施設では、鮮魚はカテゴリー別に大雑把な仕分けがなされたのみの状態で販売

されている。離島からの鮮魚の供給量が少ない現状では、鮮度さえ確保されれば売れ残ることが

少ないためにこのような販売方式でも問題は表面化してこなかったが、計画実施により継続的に

一定量の離島産鮮魚の供給が見込まれることから、マジュロ産鮮魚への消費者の根強い嗜好に拮

抗して販売するためには、消費者ニーズを把握し、これに沿って魚種やサイズごとに細かく選別

したり、大型魚を購買しやすい大きさに切り分けるなどの工夫が必要である。販売所での衛生観

念の徹底、消費者に受け入れやすいような切り身加工製品の販売、商品をよりよく見せるための

展示方法及び鮮魚の品質低下を最小限に抑えるための在庫管理などに関する知識及び技術の習得

が必要となる。また、集客力の向上を図るためには集魚運搬船の運航スケジュールや鮮魚入荷状

況等の情報を開示して利用者の利便性を高めることが有効であり、このような広報活動を整備す

ることも必要である。 
 

これらの鮮魚取り扱いに関する知識や技術は、鮮魚取り扱いに関わるすべての人に修得され定

着させていく必要があるが、そのための訓練実践には相当な年月を要するものであり、将来的に
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は JOCV や専門家派遣等の枠組みを利用した中長期的な支援を行うことが望ましい。しかし、協

力効果の持続性の最低限の確保という観点から、少なくとも鮮魚取り扱いの核となる人が鮮魚取

り扱いの基本知識を持つことが必須要件であり、本計画においては、離島漁業者、離島漁業基地

管理者、集魚運搬船船員、計画魚市場従業員等の本計画での鮮魚取り扱いの核となる人に、鮮魚

取り扱いに関して技術指導することが必要と判断され、この技術指導をソフトコンポーネントに

より実施することが妥当であると考える。 
 
2. ソフトコンポーネントの目標 

 
離島漁業者、離島漁業基地管理者、集魚運搬船船員、計画魚市場従業員等の本計画での鮮魚取

り扱いの核となる人に、鮮魚取り扱いの基本知識と基本技術が習得される。 
 
3. ソフトコンポーネントの成果 

 
(1) 離島における漁業基地管理者及び集魚運搬船の乗組員による集荷後の鮮魚取扱いが改善さ

れるとともに、離島漁業者の鮮度管理に関する理解が深まる。 
(2) MIMRA 陸上職員による集魚運搬船からの鮮魚の陸揚げ、運搬、仕分け、計量など、一連

の荷捌き作業が効率化される。 
(3) 計画施設において、販売される鮮魚の鮮度が向上し、マジュロの一般消費者に受け入れら

れやすい販売方法で提供される。 
(4) 集魚運搬船の運航状況が周知され、利用者の利便性が向上する。 
(5) 離島からの鮮魚の鮮度とマジュロの消費者の利便性が向上することにより、鮮魚の売れ残

り率が減少する。 
 
4. 成果達成度の確認方法 

 
上記各成果の達成度を確認する方法は以下のとおりである。 

 
(1) OIFMC での鮮魚売れ残り量を把握することにより、鮮度向上による販売量増（鮮魚売れ残

り量減）を確認する。 
(2) 集魚運搬船からの鮮魚の陸揚げ、運搬、仕分け作業に掛かる時間を計測し、荷捌き作業の

効率化を確認する。 
(3) 消費者を対象とした離島産鮮魚の品質にかかるアンケート調査を実施し、消費者の品質に

対する不満が減少していることを確認する。 
(4) 広報内容の適宜更新を確認する。 
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5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

 
成果 1 鮮魚の品質管理技術の改善 

活動内容 各環礁における漁業基地管理者及び集魚運搬船の乗組員への OJT 及び離島漁業者への

啓発（内容：漁獲物の取扱い、選別、施氷、輸送中の保管方法等の改善） 
体制 鮮魚品質改善要員 1 名（邦人コンサルタント）による直接支援 
期間 施設建設期間中（1～4 日／環礁×4 環礁、集魚運搬船就航時に乗船して実施） 
成果品 活動報告書、ポスター 

 
成果 2 荷揚げ時における荷捌き作業の効率化 

活動内容 MIMRA 陸上職員及び集魚運搬船の乗組員への OJT（内容：計画施設を想定した水揚げ、

運搬、選別作業方法等の指導） 
体制 鮮魚品質改善要員 1 名及び作業効率化促進要員 1 名（邦人コンサルタント）による直接

支援 
期間 施設建設期間中から完工後まで（集魚運搬船の水揚げ時に実施） 
成果品 活動報告書、作業手順書 

 
成果 3 鮮魚加工・販売技術の改善及び食品衛生に関する啓発 

活動内容 MIMRA 陸上職員への OJT 及び消費者ニーズの把握（内容：商品陳列方法、内臓除去方

法、切り身加工、盛り付け、包装等に関する技術指導、アンケート・ワークショップを

通じた消費者ニーズの把握と反映及び食品衛生に関する啓発） 
体制 鮮魚品質改善要員 1 名及び作業効率化促進要員 1 名（邦人コンサルタント）による直接

支援 
期間 施設建設期間中から完工後まで 
成果品 活動報告書、消費者を対象としたアンケート及びワークショップ結果 

 
成果 4 利用者の利便性の向上 

活動内容 MIMRA に対する広報活動への支援（内容：集魚運搬船運航スケジュール、鮮魚入荷状

況等に関する施設内掲示及び MIMRA ホームページへの掲載） 
体制 作業効率化促進要員 1 名（邦人コンサルタント）による直接支援 
期間 施設建設期間中から完工後まで 
成果品 活動報告書、初回掲示品 

 
6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

 
「マ」国内には漁獲後の鮮魚の品質管理から販売までの一連の業務に精通した人材が極めて限

られていることから、人材の豊富な本邦において必要な時期に鮮魚品質改善要員を確保し派遣す

るコンサルタント直接支援型として計画する。また、作業効率化促進要員は、本計画の基本構想

を熟知したコンサルタントである必要があることから、同様にコンサルタント直接支援型として

計画する。 
 
7. ソフトコンポーネントの実施工程 

 
本ソフトコンポーネントは、実際に新船が現地に納入され、カウンターパートによる運用準備

が整う 2011 年 1 月中旬から開始し、現地作業約 43 日間の行程で行う計画とする（別紙-1 参照）。 
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集魚運搬船： 

  Laintok 号   Jolok 号   新船 1   新船 2 

 

8. ソフトコンポーネントの成果品 

 
(1) 活動報告書 
(2) 荷捌き作業効率化及び品質改善のための作業手順書 
(3) 品質改善にかかるポスター 
(4) 消費者を対象とした離島産鮮魚の品質にかかるアンケート調査結果 
(5) 消費者ニーズ把握のためのワークショップ報告書 
(6) 初回広報掲示品 

 
9. ソフトコンポーネントの概算事業費 

 
ソフトコンポーネントに係る概算事業費は、8,016,000 円である。内訳等詳細は別紙-2 のとおり

とする。 
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10. 相手国実施機関の責務 

 
ソフトコンポーネントの実施に先立ち、MIMRA は、乗組員を含む集魚運搬船の新運航体制お

よび新魚市場の運営体制を 2011 年初頭までに整備し、いつでも稼働可能な状態としておく必要が

ある。また、ソフトコンポーネント実施期間中には、消費者ニーズ把握のためのワークショップ

にかかる一連の業務（開催準備、場所の提供、参加者の招集、司会等）を行うほか、アンケート

調査を実施する際には要員を手当し、本邦コンサルタントに協力して調査を行うことが求められ

る。 
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別紙-1 業務実施計画・日程（案） 

 
(1) 国内事前作業（7 日間、0.35 MM） 
・ 荷捌き作業効率化及び品質改善のための作業手順書（案）及びポスター（案）等の作成 
・ 現地における指導・支援内容の検討 
(2) 現地作業（43 日間、1.43 MM×2 名＝2.86 MM） 

 

(3) 国内事後作業（3 日間、0.15 MM） 
・ 業務完了報告書の作成、JICA への業務報告 
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資料-7. 参考資料／入手資料リスト 

 

番号 名   称 形態 ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発行機関 発行年

1 
マーシャル諸島沿岸漁業における漁獲量調査と推計の試み

－アルノ環礁とマジュロ環礁を事例として－ 
図書 コピー 北日本漁業 2007.4

2 
マーシャル諸島共和国における漁業資源の利用と管理問題

－アルノ環礁を事例に－ 
図書 コピー 漁業経済学会 2006.6

3 
沿岸漁業開発プロジェクト総合報告書 
（開発途上国等沿岸漁業振興協力事業） 

図書 コピー 海外漁業協力財団 2002.5

4 Preliminary Employment Statistics for Fiscal Year 2007 データ コピー 
Economic Policy, 

Planning and Statistics 
Office, RMI (EPPSO)

2007.1

5 RMI 2006 Community Survey データ コピー EPPSO 2006.5

6 Household Income & Expenditure Survey 2002 データ コピー EPPSO 2003 

7 
Community-Based Coastal Marine Resources Development in 
the Republic of the Marshall Islands 

データ コピー ADB 2002.3

8 
The Contribution of Fisheries to the Economies of Pacific 
Island Countries 

データ コピー ADB/FFA/WB 2001.12

9 1999 Census of Population and Housing データ コピー 
Office of Planning and 

Statistics Majuro, 
Marshall Islands 

1999.7

10 Millennium Development Goals National Progress Report データ コピー UNDP/ EPPSO 2005.9

11 Fishery Policy in the Marshall Islands データ コピー FAO 2005 

12 Statistical Yearbook 2004 データ コピー EPPSO 2005.9

13 
Republic of the Marshall Islands Ministry of Resources and 
Development Strategy and Action Plan 2005-2010 

データ コピー RMI 
2004.1

1 

14 
Republic of the Marshall Islands National Fisheries 
Development Plan 

データ コピー Asian Development 
Bank 

1997.2

15 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2006/07 

データ コピー MIMRA 2008.9

16 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2005/06 

データ コピー MIMRA 2007.9

17 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2004/05 

データ コピー MIMRA 2006.9

18 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2003/04 

データ コピー MIMRA 2005.9

19 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2002/03 

データ コピー MIMRA 2003.10

20 
Marshall Islands Marine Resources Authority Annual Report 
2001/02 

データ コピー MIMRA 2001.10

21 Uliga Market  Proposal Plan to Diversify Operations データ コピー MIMRA Fish Market 
Manager 

2008.7

22 
Marshall Islands Marine Resources Authority Fiscal Year 
2007/2008 Projected Financial Statements 

データ コピー RMI/MIMRA 2008 

23 
Arno Fishing Association Revenue and Expenditure Monthly 
Report 2008 

データ コピー Arno Fishing 
Association 

2008.1

24 
Coastal Fisheries Statistics Report 2004 for Survey Result of 
Arno Atoll and Majuro Atoll And Estimate total Catches of 
Marshall Islands 

データ コピー MIMRA/海外漁業協

力財団 
2005.9
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資料-8. その他の資料・情報 

 
 
 

8-1 陸上・海底地形測量図 

8-2 地盤調査結果 

8-3 荒天時係船岸前面波浪推算 

8-4 現地調達事情 

8-5 生物調査報告書 

8-6 水産物流通にかかるアンケート調査結果 

8-7 排水量－馬力曲線 

8-8 計画施設の給水量計算 
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8-1 陸上・海底地形測量図 
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